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今回の補正予算は、新型コロナウイルス感染症対策として取り組む

ワクチン接種体制の拡充や低所得のひとり親世帯以外の子育て世帯に

対する特別給付金の支給に加え、神拝小学校・丹原小学校の施設長寿

命化改修等に着手する経費のほか、国・県補助の見通しがついた公共

事業を中心に、防災・減災体制の強化や都市基盤の整備、学校教育の

充実など、時期的に今回計上することが適当と判断されるものにつき

まして、補正措置を行っております。

１ 新型コロナウイルス感染症対策関連 ・・・３ページ
・ワクチン接種を早期に完了させるため、集団接種体制の拡充、予約受付体制の強化

を行う。

・低所得のひとり親世帯以外の子育て世帯へ子育て世帯生活支援特別給付金を支給す

る。

２ 健やかに生き生きと暮らせる福祉のまちづくり ・・・４ページ
・多機能型重症心身障がい児（者）施設整備に要する経費に無利子貸付を行う。

・共同生活援助（グループホーム）及び短期入所施設整備に要する経費を助成する。

３ 快適な都市基盤のまちづくり ・・・５ページ
・楠浜北条線、喜多川朔日市線等の道路網を整備する。

・健康増進や交流、憩いの場を提供するため、東部公園を整備する。

４ 災害に強く安全で安心して暮らせるまちづくり ・・・10ページ
・自主的な避難や備えを強化するために、高潮・土砂災害ハザードマップを作成する。

・老朽化した小型動力ポンプ積載車を更新し、消防団装備の充実強化を図る。

５ 豊かな心を育む教育文化のまちづくり ・・・11ページ
・老朽化が進む神拝・丹原小学校校舎の改修工事を行い、施設の長寿命化を図る。

・モデル校において、サポートルームを設置するとともに、オンライン学習等を活用

し、不登校の傾向にある生徒の支援等を行う。

６ 活力あふれる産業振興のまちづくり ・・・13ページ
・次世代を担う新規就農者の早期自立・経営発展を支援するための資金を交付する。

・河原津漁港の北防波堤を整備し、漁港機能の向上、安全性の確保を図る。

７ 構想の実現に向けて ・・・16ページ
・自治会が行うコミュニティの育成に関する施設の整備に対して助成する。
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（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

133,079 133,079 - 0

国10/10

子育て世帯生活支援特別給付金支給事業（ひとり親世帯以外分）

（千円）

金額

補助金 (特別給付金) 130,000

委託料 (システム改修) 2,000

その他 1,079

費目

こども健康部 子育て支援課

133,079千円

（既定93,557千円）

福祉の充実

新型コロナウイルス感染症の影響により、低所得の子育て世帯に対し、その実情を踏
まえた生活支援を行う観点から、既に支給を開始しているひとり親世帯に加え、ひとり
親世帯以外を対象に給付金を支給する。

 支給対象者 ： ひとり親世帯以外の令和3年度分の住民税均等割が非課税の子育て世帯のうち、
・児童手当又は特別児童扶養手当の受給者
・家計急変者 等

 支 給 額 ： 対象児童一人当たり５万円
 対象児童数 ： 約2,600人
 対 象 児 童 ： 令和3年3月31日時点で18歳未満の児童（障がい児は20歳未満）
 支給開始時期 ： 令和3年7月予定

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

359,082 359,082 - 0

国・県
10/10

新型コロナウイルスワクチン接種事業

高齢者へのワクチン接種を、７月末を念頭に終えるようにするとした国の方針に対応す
るため、集団接種における大規模施設の追加や予約受付体制の強化などにより、早期のワ
クチン接種の実施に取り組む。

 事業内容 ： ・集団接種体制の拡充（予定：2会場→4会場）
・個別接種医療機関への接種費用加算（時間外・休日の接種）
・予約受付体制の強化（接種予約オペレータの増員）
・住民周知体制の強化（接種情報チラシ7月、8月全戸配布予定）

（千円）

金額

委託料 (接種運営業務) 236,667

委託料 (接種予約ｼｽﾃﾑ運用業務) 22,000

その他 100,415

費目

こども健康部 新型コロナワクチン接種対策室

359,082千円

（既定698,292千円）

健康づくりの推進



（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

32,000 - 32,000 0

地域総合整備資金

貸付事業債

100％

地域総合整備資金貸付事業

（千円）

金額

貸付金 (地域総合整備資金) 32,000

費目

市民生活部 地域振興課

32,000千円

 設 置 者 ： 社会福祉法人 同心会
 整備内容 ： 木造平屋建て、延べ床面積約485㎡
 施設概要 ： 児童発達支援、放課後等デイサービス、生活介護
 定 員 ： 15名

地域総合整備財団を介し、社会福祉法人が実施する多機能型重症心身障がい児（者）施設
整備事業へ無利子貸付を行うことにより、障がい児（者）福祉の充実を図る。
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（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

6,666 - - 6,666

心身障害児（者）施設整備助成事業

社会福祉法人が、障がい者共同生活援助及び短期入所施設を移転整備するに当たり、
経費の一部を補助することにより、障がい児（者）福祉の充実を図る。

（千円）

金額

補助金 (社会福祉施設建設費等) 6,666

費目

福祉部 社会福祉課

6,666千円

福祉の充実

 設 置 者 ： 社会福祉法人 聖風会
 整備内容 ： 木造平屋建て、延べ床面積約357㎡
 施設概要 ： 共同生活援助（グループホーム）、短期入所
 定 員 ： 11名

福祉の充実



（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

272,921 150,052 116,600 6,269

合併特例債

国5.5/10 95%

楠浜北条線道路改良事業

国道196号と県道壬生川丹原線を結ぶ幹線道路で、そのうちの未整備区間である県道徳
能伊予三芳停車場線と国道196号の区間を整備する。本年度は、補強土壁工事、舗装・路
盤工事等を行う。

（千円）

金額

工事費 （道路新設改良） 271,378

その他 1,543

費目

建設部 建設道路課

272,921千円

 補強土壁工事、舗装・路盤工事、道路用地購入費等

・事業期間 ： 平成25年度～令和6年度
・総事業費 ： 約28億9,000万円
・全体事業量 ： Ｌ＝1,400ｍ、Ｗ＝16ｍ

交通体系の整備

北条新田高松線道路改良事業

北条地区沿岸部から国道196号に接続する幹線道路を整備することにより、道路ネッ
トワーク機能の向上に加え、沿岸部と内陸部を結ぶ避難路としての防災機能の強化を図る。
本年度は、道路擁壁工事、測量設計、物件移転補償等を行う。

建設部 建設道路課

234,475千円

 道路擁壁工事、測量設計、道路用地購入費、補償金（支障物件移転）等

・事業期間 ： 平成2８年度～令和6年度
・総事業費 ： 約14億8,000万円
・全体事業量 ： L＝1,440ｍ、W＝16ｍ

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

234,475 128,922 100,200 5,353

合併特例債

国5.5/10 95％

（千円）

金額

工事費 （道路新設改良） 211,904

補償金 13,500

その他 9,071

費目

交通体系の整備
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（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

43,012 23,168 15,500 4,344

公共事業等債

国5.5/10 90%

橋りょう耐震化事業

近い将来発生すると予想される南海トラフ巨大地震に対応するため、広域避難場所への
避難路に架かる市道橋、跨線橋等の耐震補強を実施する。本年度は、小水都橋、オアシス
ブリッジ、八幡原橋及び石鎚駅西橋の補強工事を行う。

（千円）

金額

工事費 (耐震補強) 38,000

負担金 (JR施工) 5,000

その他 12

費目

建設部 建設道路課

43,012千円

（既定1,740千円）

 橋りょう耐震補強工事（小水都橋、オアシスブリッジ）
 橋りょう耐震補強工事負担金（八幡原橋、石鎚駅西橋）

・事業期間 ： 平成24年度～令和4年度
・橋りょう数 ： 13橋（うち5橋整備済み）

交通体系の整備

橋りょう長寿命化事業

地域道路網の安全性と信頼性を確保するため、老朽化が進行する市管理道路橋の予防的
な修繕を実施することにより、橋りょうの長寿命化及び修繕費用の縮減を図る。本年度は
境橋、小松橋、楠浜橋、佛心寺橋の維持補修工事及び橋りょう点検等を行う。

建設部 建設道路課

149,390千円

 橋りょう維持補修工事（境橋、小松橋、楠浜橋、佛心寺橋）
 橋りょう修繕設計委託料（4橋）、橋りょう点検委託料（25橋）

・事業期間 ： 平成22年度～令和7年度
・橋りょう数 ： 66橋（うち39橋整備済み）

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

149,390 80,988 50,100 18,302

公共事業等債

国5.5/10 90%

（千円）

金額

工事費 （橋りょう維持補修） 103,500

委託料 （点検調査等） 45,860

その他 30

費目

交通体系の整備
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安心安全歩行対策事業

小学校周辺の幅員が狭小で歩道のない通学路の路肩カラー舗装や、危険な交差点のカ
ラー舗装を実施することにより、歩行者と車両との通行区分を明確化し、児童生徒が安
全・安心に登下校ができる環境を整備する。

建設部 建設道路課

12,264千円

・路肩カラー舗装 ： 3校区（吉井、吉岡、小松）
・交差点カラー舗装 ： 8か所

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

12,264 6,738 - 5,526

国5.5/10

（千円）

金額

工事費 (カラー舗装) 12,251

その他 13

費目

交通体系の整備

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

105,446 36,900 64,600 3,946

合併特例債

国4.5/10 95％

喜多川朔日市線改良事業

災害時の避難路及び密集市街地の延焼遮断効果による防災機能の向上、通学路の安全確
保等を目的に、喜多川通りから御殿前通りまでの区間を整備する。令和3年3月から部分
供用を開始しており、本年度は、全線供用に向けた道路擁壁・側溝・舗装工事等を行う。

（千円）

金額

工事費 （道路新設改良） 82,836

補償金 20,285

その他 2,325

費目

建設部 都市計画整備課

105,446千円

交通体系の整備

・事業期間 ： 平成27年度～令和3年度
・総事業費 ： 約24億8,000万円
・全体事業量 ： Ｌ＝1,030ｍ、Ｗ＝12ｍ
・供用開始 ： 令和4年3月全線供用開始予定

 道路擁壁・側溝・舗装工事等、道路用地購入費、補償金（支障物件移転）等
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（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

51,618 22,000 26,000 3,618

合併特例債

国1/2 95%

東部公園整備事業

市民の健康増進、交流や憩いの場を提供することを目的に、市の東部地域におけるレク
リエーション活動や防災の拠点となる東部公園を整備する。本年度は、令和4年3月の全
面供用開始に向けた、園路広場、遊具施設、遊歩道等の整備等を行う。

（千円）

金額

工事費 （公園整備） 49,382

その他 2,236

費目

建設部 都市計画整備課

51,618千円

公園・緑地の整備

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

132,764 - 119,400 13,364

公共事業等債

90%

東予港複合一貫輸送ターミナル整備事業

貨物需要の増大及び船舶の大型化への対応、災害時の緊急物資輸送拠点としての機能強
化を目的に、国及び愛媛県が実施する複合一貫輸送ターミナル整備事業費の一部を負担す
る。

（千円）

金額

負担金 132,700

その他 64

費目

建設部 港湾河川課

132,764千円

港湾・河川の整備

 園路広場工、遊具施設工、遊歩道整備等

・事業期間 ： 平成29年度～令和3年度
・総事業費： 約6億9,600万円
・整備内容 ： Ａ＝5.4ha 多目的グラウンド、テニスコート、グラウンドゴルフ場等
・供用開始 ： 令和4年3月全面供用開始予定
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 直轄港湾整備事業費負担金、県関連事業費負担金等

・事業期間 : 平成26年度～令和7年度
・総事業費 : 約183億円
・直轄港湾整備事業 ： 航路浚渫
・県関連事業 ： 緑地詳細設計



（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

80,000 - 72,000 8,000

公共事業等債

90%

西条地区小型船だまり建設事業

東予港西条地区において、河口付近に散在する漁船等を移転集約することにより、港内
の安全を確保するとともに、漁業者の利便性向上による漁業振興を図る。本年度は、防波
堤一次掘削、地盤改良工、ケーソン製作を行う。

（千円）

金額

負担金 80,000

費目

建設部 港湾河川課

80,000千円

港湾・河川の整備

 防波堤一次掘削、地盤改良工、ケーソン製作

・事業期間： 平成6年～令和7年
・総事業費： 約61億円（県施工 49億円、市施工 12億円）
・事業概要： 埋立面積 4.8ha

防波堤 L＝690m、物揚場 L＝775m

公営住宅等長寿命化事業

老朽化が進む市営住宅の長寿命化を図るため、公営住宅等長寿命化計画に基づき、改善、
建て替え、用途廃止等の事業を実施する。本年度は、外壁改修工事及び外壁改修・解体設
計を行う。

建設部 施設管理課

26,061千円

 外壁改修工事 国安団地5棟
 外壁改修・解体設計委託 玉津団地4区・5区（外壁改修）、戻川住宅（解体）

・事業期間 ： 平成27年度～令和10年度
・総事業費： 約10億9,300万円

（千円）

金額

工事費 （外壁改修） 19,967

委託料 （外壁改修設計等） 6,094

費目

住宅・宅地の整備

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

26,061 9,047 17,000 14

公営住宅建設事業債

国5/10 100％
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（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

15,267 10,850 4,300 117

緊急防災・減災事業債

県(定額) 100％

消防車両等整備事業

配備から37年以上が経過する丹原分団及び徳田分団の小型動力ポンプ積載車を更新整
備することにより、地域消防の最前線で活動する消防団装備の充実強化を図る。

（千円）

金額

備品購入費 (小型動力ポンプ積載車等) 15,188

その他 79

費目

 更新車両 ：・小型動力ポンプ積載車 1台（丹原分団）
・小型動力ポンプ積載車（軽四） 1台（徳田分団）

 更新資機材： 積載用小型動力ポンプ ２基

消防本部 警防課

15,267千円

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

26,787 12,908 - 13,879

国1/2

地域防災計画策定事業

愛媛県が公表した「想定しうる最大規模の高潮による高潮浸水想定区域図」に基づき、新た
に「高潮ハザードマップ」を作成するとともに、愛媛県が追加指定した土砂災害警戒区域等を
加えた「土砂災害ハザードマップ」を更新作成し、対象地区住民への配布を通じて、災害リス
クの把握と自主的な避難の促進を図る。

経営戦略部 危機管理課

26,787千円

 「高潮ハザードマップ」作成（45,000部）
 「土砂災害ハザードマップ」作成（35,000部）
 対象地区住民への全戸配布、住民説明会の開催等

（千円）

金額

委託料 (ハザードマップ作成) 25,817

手数料 (広報折込) 970

費目

防災・減災対策の強化

防災・減災対策の強化

10



小学校施設長寿命化事業（神拝・丹原小学校） 864,335千円

教育委員会管理部 教育総務課
教育委員会指導部 学校教育課

建築から40年以上が経過し、老朽化が進んでいる神拝小学校及び丹原小学校校舎につ
いて、施設の長寿命化を図るための改修を行い、改修後の施設寿命を30年延伸する。

 事業内容：建物補強、屋上防水、外壁塗装、トイレ更新（洋式化）、仮設校舎建設等

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

864,335 123,627 699,500 41,208

合併特例債

国1/3 95%

（千円）

金額

工事費 (施設長寿命化改修) 846,031

委託料 (施工監理） 14,100

その他 4,204

費目

学校教育の充実

 実施校舎：神拝小学校北校舎

・事業期間：令和2年度～令和4年度
・総事業費：約8億円

 実施校舎：丹原小学校校舎

・事業期間：令和2年度～令和4年度
・総事業費：約10億円

【新規】団体営ほ場整備関連発掘調査事業 5,476千円

教育委員会管理部 社会教育課

市が飯岡亀の甲地区において実施する団体営ほ場整備事業について、過去の試掘調査の
結果、施工区域に埋蔵文化財包蔵地である遺跡が確認されていることから、発掘調査によ
る記録保存を行う。

 事業期間 ： 令和3年度～令和10年度
 事業場所 ： 飯岡亀の甲地区
 総調査面積 ： 約5,580㎡（令和3年度調査面積：730㎡）
 総事業費 ： 約7,500万円

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

5,476 - - 5,476

（千円）

金額

2,720

機械器具等借上料 1,819

その他 937

費目

給料（会計年度任用職員）

歴史文化の保全・活用

11



各種学校教育振興事業 880千円

教育委員会指導部 学校教育課

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

880 - - 880

学校教育の充実

平成29年度に寄贈された子ども用ライフジャケットを更新購入し「ライフジャケットレ
ンタルステーション」などでの貸出しを行うほか、子どもたちの水難事故を防ぐ安全教育に
使用するなど、ライフジャケットの更なる普及・啓発活動を推進する。

 購入数 ： 100着
 事業内容 ： 小学校のプール授業、課外活動、防災教育等で利用
 配置箇所 ： ・東消防署、西消防署（レンタルステーション）

・石鎚ふれあいの里

（千円）

金額

消耗品費 880

費目

【新規】校内サポートルーム設置事業 1,032千円

教育委員会指導部 学校教育課

「不登校0 」の実現を目指す県委託事業として、本年度モデル校に指定された西条南中
学校にサポートルームを設置するとともに、 ICTを活用したオンライン学習等により、不
登校の傾向にある生徒の学級復帰に向けた支援を行う。

 モデル校 ： 西条南中学校
 事業期間 ： 令和3年度～令和4年度（予定）
 事業内容 ： ・登校ナビゲーター（専属教員）による生活及び学習支援

・生徒の状況に応じた指導計画の作成
・オンラインでの家庭学習支援

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

1,032 1,032 - 0

県10/10

（千円）

金額

機械器具等借上料 343

消耗品費 329

その他 360

費目

学校教育の充実
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（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

33,034 33,034 - 0

県10/10

新規就農者確保事業

次世代を担う農業者となることを目指す、原則５０歳未満の認定新規就農者に対し、
就農直後の所得を確保するために資金を交付することにより、早期の自立と経営発展を
支援する。

（千円）

金額

補助金 (新規就農者確保) 33,000

消耗品費 34

費目

農林水産部 農水振興課

33,034千円

農業の振興

 対象者 ： 50歳未満の認定新規就農者
 交付期間 ： 最長５年
 交付額 ： ・経営開始１～３年目 150万円／年

・経営開始４～５年目 120万円／年

13

（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

96,000 96,000 - 0

県10/10

団体営震災対策農業水利施設整備事業

平成30年7月豪雨災害において、全国的に多くのため池が被災したことを受け、新基準に
より新たに選定された防災重点ため池159か所を対象に、市民の避難行動対策としてハザー
ドマップを作成する。

（千円）

金額

委託料 (ハザードマップ作成) 96,000

費目

農林水産部 農林土木課

96,000千円

 ため池数 ： ８0か所（令和３年度）
 事業期間 ： 令和2年度～令和4年度
 総事業費 ： 約１億8,000万円

農業の振興



ため池豪雨災害緊急対策事業

農家の減少、宅地化の進行等により、維持管理が困難となり、被災時の影響が大きいため
池の増加が問題となっていることから、地域の実情に応じた対策を行い、決壊による被害の
防止・軽減を図る。

農林水産部 農林土木課

41,802千円

農業の振興

 測量設計委託、廃止・改修工事

・整備内容： ・上ノ原池（小松町大郷） 廃池工
・城ノ谷池（氷見） 斜樋、土砂吐ゲート改修工
・畑池（小松町安井） 土砂吐ゲート改修工

14

（千円）

事業費 国・県 市債 その他 一般財源

41,802 2,000 37,900 1,645 257

緊急自然災害

防止対策事業債
地元分担金

県 50% 100% 5%

（千円）

金額

工事費 (ため池等整備) 36,900

委託料 (測量設計) 4,700

負担金 202

費目

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

51,481 28,894 8,900 13,687

県補助金 公共事業等債

県委託金 90％

県営ほ場整備事業

農地の利用集積や効率的な農業経営の確立を目指し、狭小又は不整形な農地の区画整
理及び農道、水路等の整備を行うことにより、生産基盤の整備を通じた農業経営の安定
化及び農業生産の体質強化を推進する。

（千円）

金額

委託料 (換地設計) 28,028

負担金 (土地改良事業費等) 17,459

その他 5,994

費目

農林水産部 農林土木課西部分室

51,481千円

農業の振興

 整備地区 ： 氷見上部、新宮藤木、道場、大兵衛南、蔵井、大頭、安井、
一本松・新屋敷

 事業期間： 平成23年度～令和8年度
 総事業費： 約62億円
 受益面積： 約210ha
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（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

6,600 - 6,600 0

緊急自然災害

防止対策事業債

100％

治山事業

荒廃林地内からの土砂流出等により、人家や農地等に被害の及ぶ可能性のある危険箇
所について、土砂流出防止の山腹工事、下流水路の整備工事等を実施することにより、
林地災害の減少を図る。

（千円）

金額

工事費 (治山) 4,800

委託料 (測量設計) 1,800

費目

農林水産部 林業振興課

6,600千円

林業の振興

 測量設計委託、治山工事

・整備内容： 小松町安井 流路工、集水枡設置
丹原町高知 かご枠工、流路工

（千円）

事業費 国・県 市債 一般財源

55,220 27,500 15,700 12,020

公共事業等債

県1/2 90％

漁港施設ストックマネジメント事業

水産業の振興と漁港機能の向上、安全性の確保のため、築後50年が経過し老朽化が著し
い河原津漁港の北防波堤について、地震・津波対策を含む機能保全工事を行うことにより、
長寿命化を図る。また、今後の適切な漁港管理のために機能保全計画を見直す。

（千円）

金額

工事費 (漁港整備) 35,000

委託料 (機能保全計画書作成等業務) 20,000

負担金 220

費目

農林水産部 農水振興課

55,220千円

水産業の振興

 北防波堤法覆工事

・事業期間 ： 平成22年度～令和4年度
・総事業費： 約8億5,000万円



（千円）

事業費 国・県 その他 一般財源

14,459 - 12,600 1,859

自治総合センター

6/10

コミュニティ施設整備事業

（千円）

金額

補助金 (コミュニティ施設整備) 14,459

費目

市民生活部 市民協働推進課

14,459千円

地域コミュニティ活動の推進

 上の川自治会
・整備概要：集会所新築

（木造２階建て、103.71㎡）
・補助金額：12,459千円

 志川自治会
・整備概要：放送設備更新
・補助金額：2,000千円

住民の快適でゆとりのある生活環境の形成及び活力ある地域の推進を図ることを目的
に、自治会が行うコミュニティの育成に関する施設の整備に対して助成する。
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